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１ はじめに 

地方公共団体の会計制度は、年度を単位とする現金主義であるため、財

政状況を示す指標において、その年度の収入や支出といった現金の動きが

わかりやすい一方、これまでに整備した資産や負債の総体的な把握や行政

サービス提供のために発生したコストの情報が不足していました。  
そこで、平成２２年度決算から「総務省改訂モデル」による財務諸表４

表（資金収支計算書・貸借対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書）

を作成し公表しています。  
 

【財務諸表４表の関係】  

 
 

一般会計の各財務諸表で、町民一人あたりの金額を算出していますが、

基礎となる人口は、年度末の３月３１日現在の住民基本台帳人口（外国人

登録者数を含む。）を用いて平成２４年度を１２，２３８人、平成２５年度

 資 産

　・・・

　・・・

　・・・

　・・・

＋

一般財源、補助金受入等

±

科 目 振 替 等

＝

期 末 純 資 産 残 高

＝

資 金 増 減 額
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期 首 資 金 残 高

＝

期 末 歳 計 現 金 残 高

純 経 常 行 政 コ ス ト

行 政 コ ス ト 計 算 書

資 金 収 支 計 算 書

収　　　　入

－

支　　　　出

純 資 産 変 動 計 算 書

期 首 純 資 産 残 高

－

純 行 政 コ ス ト

歳 計 現 金

純 資 産

負　債

貸 借 対 照 表

－

経 常 行 政 コ ス ト
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＝
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を１２，２１４人で算出しています。  
 
２ 貸借対照表（一般会計） 

この貸借対照表は、一般会計が保有している財産（資産）とその資産形

成のための財源（負債・純資産）を一覧にしたもので、年度末時点のスト

ックを表しています。  
「資産」は、行政サービスのために既に保有する財産（有形固定資産）

と将来に現金収入として価値のある貸付金、基金、未収金などの財産です。  
「負債」は、将来世代の負担となる地方債や町職員の退職金です。  
「純資産」は、過去及び現世代の資産形成に充てられた町税や国・県か

らの補助金です。  
なお、平成２５年度貸借対照表の詳細につきましては、Ｐ .６に記載して

います。 

（単位：千円） 

借方（財産） 貸方（財源） 

資産 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 負債 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

公共資産合計 

投資等 合計 

流動資産合計 

 

 

 

 

 

 

 

資産合計 

29,789,471 

1,331,144 

1,491,171 

 

 

 

 

 

 

 

32,611,786 

29,933,611

1,297,426

1,504,741

32,735,778

固定負債合計

流動負債合計

 

負債合計 

4,351,830 

463,180 

 

4,815,010 

4,453,641

375,215

4,828,856

純資産 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

公共資産等整備国県補助金等

公共資産等整備一般財源等

その他一般財源等

資産評価差額

 

純資産合計 

1,480,805 

27,138,626 

△894,845 

72,190 

 

27,796,776 

1,685,535

27,074,620

△931,582

78,349

27,906,922

 

・資産 

平成２５年度の資産合計は、３２７億３，５７８万円で前年度に対し１

億２，３９９万円増加しています。  
このうち公共資産では、１億４，４１４万円の増加となっています。こ

れは、既に形成された資産の当年度の減価償却５億６，９４４万円の減額

に当年度に資産形成された資産７億７８３万円を加えたことが主な要因で

す。  
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平成２５年度に資産形成された主な事業は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

区 分 事  業  名  称 金   額 

生 活 イ ンフ ラ  

・ 国 土 保全 道路・交通安全施設整備事業 74,998

生 活 イ ンフ ラ  

・ 国 土 保全 早島・国鉾公園整備事業 5,908

生 活 イ ンフ ラ  

・ 国 土 保全 町営住宅整備事業 293,408

教 育 小学校空調設備整備事業 29,044

教 育 中学校屋内運動場天井整備事業 47,498

教 育 中学校空調設備整備事業 16,245

教 育 中学校グラウンド整備事業 25,507

教 育 中央公民館耐震整備事業 42,833

教 育 南グランド・トイレ施設整備事業 24,514

福 祉 児童館整備事業 53,320

産業振興 水路等整備事業 21,962

消 防 全国瞬時警報システム自動起動装置整備事業 20,685

消 防 防災資機材倉庫整備事業 19,514

 

投資等では、３，３７２万円の減額となっています。これは、基金等１，

３８８万円と長期延滞債権１，９９８万円の減額が主な要因です。 

流動資産は、１，３５７万円の増加となっています。これは、財政調整

基金１，８１６万円、地方税未収金４９４万円が減額となったものの、年

度末歳計現金３，７０２万円が増額したことなどによるものです。  
 

・負債 

負債合計は、４８億２，８８６万円で前年度に対し１，３８５万円増加

しています。このうち固定負債では、１億１８１万円の増額となっていま

す。これは、平成２７年度以降に支払う地方債１億９，２３８万円の増額
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と職員の退職手当引当金９，０５７万円の減額の差し引きによるものです。 
流動負債では、８，７９６万円の減額となっています。これは、翌年度

地方債償還８，８５０万円の減額と賞与引当金５４万円の増額の差し引き

によるものです。  
 

・純資産 

純資産合計は、２７９億６９２万円で前年度に対し１億１，０１５万円

増加しています。  
このうち公共資産等整備国県補助金等は、２億４７３万円の増加となっ

ています。既に形成された公共資産の減価償却に伴う５，５３８万円の減

額に当年度形成された資産に対する補助金２億６，０１１万円を加えたも

のです。  
公共資産等整備一般財源は、６，４０１万円の減額となっています。こ

れも資産形成された資産の減価償却と当年度形成された資産の差し引きに

よる減額が主な要因です。  
その他一般財源等は、３，６７４万円の減額となっています。これは、

当年度における臨時財政対策債の借入額が償還額よりも上回っていること

が主な要因です。この数値は臨時財政対策債の借入れにより多くの自治体

においてマイナスとなっています。  
資産評価差額は、６１６万円の増加となっています。これは、無償譲渡

又は寄附された土地の評価に伴う資産が主な要因です。  
なお、資産評価は、固定資産税評価額を用いて算定しています。  

 

・町民一人あたりの資産 

（単位：円）  
借方（財産） 貸方（財源） 

資産 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 負債 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

公共資産合計 

投資等 合計 

流動資産合計 

 

 

資産合計 

2,434,178 

108,771 

121,848 

 

 

2,664,797 

2,450,762

106,225

123,198

2,680,185

固定負債合計

流動負債合計

負債合計 

355,600 

37,847 

393,447 

364,634

30,720

395,354

純資産 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

純資産合計 2,271,350 2,284,831

 

5



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 3,831,117

①生活インフラ・国土保全 10,628,939 (2) 長期未払金

②教育 8,373,870 ①物件の購入等

③福祉 939,481 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 917,478 ③その他

⑤産業振興 4,966,658 長期未払金計 0

⑥消防 124,942 (3) 退職手当引当金 622,524

⑦総務 3,903,407 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 29,854,775 固定負債合計 4,453,641

(2) 売却可能資産 78,836

公共資産合計 29,933,611 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 336,850

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 58,833 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 38,365

投資及び出資金計 58,833 流動負債合計 375,215

(2) 貸付金 0

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 4,828,856

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 734,490

③土地開発基金 214,480 [純資産の部]

④その他定額運用基金 4,053 １　公共資産等整備国県補助金等 1,685,535

⑤退職手当組合積立金 248,468

基金等計 1,201,491 ２　公共資産等整備一般財源等 27,074,620

(4) 長期延滞債権 55,290

(5) 回収不能見込額 △ 18,188 ３　その他一般財源等 △ 931,582

投資等合計 1,297,426

４　資産評価差額 78,349

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 27,906,922

①財政調整基金 973,970

②減債基金 301,038

③歳計現金 212,167

現金預金計 1,487,175

(2) 未収金

①地方税 21,819

②その他 121

③回収不能見込額 △ 4,374

未収金計 17,566

流動資産合計 1,504,741

資　　産　　合　　計 32,735,778 負 債 ・ 純 資 産 合 計 32,735,778

0

貸借対照表
(平成26年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0
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※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち3,079,559千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 6,702,792 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 4,167,967 千円 4,167,967 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 97,011 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 2,062,665 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 375,149 千円 375,149 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 5,899,141 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 1,331,287 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 63,057 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 4,504,797 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 803,651 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は17,533,969千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は12,771,380千円です。

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

97,011

2,062,665

0

0

1,354,539

0

0

0

104,598

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

8,866

21,054

1,354,539

293,343

96,939

964,257

835,922

3,035

458,821

11,540

15,301
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３ 行政コスト計算書（一般会計） 

行政コスト計算書は、目的別に当年度に資産形成に結びつかない行政サ

ービスにかかる費用（経常行政コスト）と、その行政サービスの直接の対

価（経常収益）がどれほどあるかを表しています。 

行政コスト計算書の詳細につきましては、Ｐ.１０に記載しています。 

（単位：千円） 

経常行政コスト Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 増 減 額 

①   人にかかるコスト 

②   物にかかるコスト 

③   移転支出的なコスト 

④   その他のコスト 

合   計 

820,612

1,382,747

2,273,740

50,911

4,528,010

688,586 

1,359,738 

1,940,146 

59,363 

4,047,833 

△132,026

△23,009

△333,594

8,452

△480,177

経 常 収 益 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 増 減 額 

①   使用料・手数料 

②   分担金・負担金・寄附金 

合   計 

90,389

75,953

166,342

93,080 

83,336 

176,416 

2,691

7,383

10,074

（差引）純経常行政コスト 4,361,668 3,871,417 △490,251

 

・経常行政コスト 

平成２５年度の経常行政コストは、４０億４，７８３万円で、前年度に

対し４億８，０１８万円減少しています。 

この内訳は、人にかかるコストで 1 億３，２０３万円の減額となってい

ます。これは、人件費４，２７０万円、退職手当引当金８，９８７万円の

減額に対し賞与引当金繰入金５４万円の増額によるものです。 

物にかかるコストでは、２，３０１万円の減額となっています。これは、

物件費４８０万円、維持補修費８４５万円、減価償却費９７６万円の減額

によるものです。 

移転支出的なコストでは、３億３，３５９万円の減額です。これは、社

会福祉給付費４，８６２万円、補助金等１０４万円、特別会計への繰出金

４，７４９万円の増額に対し、他団体への公共資産整備補助金４億３，０

７４万円の減額によるものです。 

その他のコストでは、８４５万円の増額です。これは、地方債の償還利

子５９２万円の減額に対し、回収不能見込額１，４３７万円の増額による

ものです。  
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・経常収益 

経常収益は、１億７，６４２万円で、前年度に対し１，００７万円増加

しています。  
この内訳は、使用料・手数料で２６９万円の増額です。主な要因は、一

般廃棄物処理手数料等環境衛生の手数料３６５万円の増額、預かり保育料

等教育使用料６７万円減額などによるものです。  
分担金・負担金・寄附金では、７３８万円の増額です。主な要因は、保

育園保育料等民生費負担金８８３万円の増額などによるものです。  
 

・純経常行政コスト 

純経常行政コストは、経常行政コストから経常収益を差し引いた３８億

７，１４２万円で前年度に対し、４億９，０２５万円減少しています。 

この純経常行政コスト（収支不足額）は、資産形成に結び付かない国県

補助金や町税などの一般財源で賄われています。 

 

・町民一人あたりの行政コスト 

（単位：円） 

経常行政コスト Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 増減額 

⑤   人にかかるコスト 

⑥   物にかかるコスト 

⑦   移転支出的なコスト 

⑧   その他のコスト 

合   計 

67,054

112,988

185,794

4,160

369,996

56,377 

111,326 

158,846 

4,860 

331,409 

△10,677

△1,662

△26,948

700

△38,587

経 常 収 益 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 増減額 

③   使用料・手数料 

④   分担金・負担金・寄附金

合   計 

7,386

6,206

13,592

7,621 

6,823 

14,444 

235

617

852

（差引）純経常行政コスト 356,404 316,965 △34,439
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行
政
コ
ス
ト
計
算
書

自
　

平
成

25
年

4月
  
1日

至
　

平
成

26
年

3月
31

日

　
【経

常
行

政
コ

ス
ト

】
（
単
位
：
千
円
）

総
　

　
額

（
構

成
比

率
）

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

　
育

福
　

祉
環

 境
 衛

 生
産

 業
 振

 興
消

　
防

総
　

務
議

　
会

支
 払

 利
 息

回
収

不
能

見
込

計
上

額
そ

の
他

（１
）
人

件
費

6
08
,6
87

1
5.
0%

5
8
,7
47

1
6
0,
82
6

56
,6
67

37
,7
88

27
,8
09

4,
26
4

19
6,
20
4

66
,3
82

0

（２
）
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

等
4
1,
5
34

1.
0%

4
,5
4
9

1
1,
8
53

4,
57
1

3,
03
2

2,
08
8

0
14
,1
38

1,
30
3

0

１
（３

）
賞

与
引

当
金

繰
入

額
3
8,
3
65

0.
9%

3
,5
3
0

1
0,
3
08

3,
92
1

2,
84
8

1,
05
1

0
12
,6
62

4,
04
5

0

小
　

　
計

6
88
,5
86

1
7.
0%

6
6
,8
26

1
8
2,
98
7

65
,1
59

43
,6
68

30
,9
48

4,
26
4

22
3,
00
4

71
,7
30

0

（１
）
物

件
費

6
43
,6
83

1
5.
9%

2
0
,0
16

2
0
6,
72
3

89
,7
24

14
6,
41
5

20
,6
53

16
,0
10

14
0,
03
1

4,
11
1

0

（２
）
維

持
補

修
費

1
46
,6
11

3.
6%

7
3
,6
52

2
8,
9
74

2,
18
5

7,
34
8

20
,0
65

1,
71
5

12
,6
72

0

（３
）
減

価
償

却
費

5
69
,4
44

1
4.
1%

13
5
,6
4
4

2
1
3,
18
8

51
,1
36

19
,5
37

99
,1
74

2,
67
7

48
,0
88

小
　

　
計

1,
35
9,
73
8

3
3.
6%

22
9
,3
1
2

4
4
8,
88
5

14
3,
04
5

17
3,
30
0

13
9,
89
2

20
,4
02

20
0,
79
1

4,
11
1

0

（１
）
社

会
保

障
給

付
7
80
,7
17

1
9.
3%

1
2,
3
74

70
8,
39
4

59
,9
49

（２
）
補

助
金

等
5
52
,5
34

1
3.
7%

2
,2
3
7

1
9,
1
92

18
6,
40
5

91
,0
59

37
,4
36

16
9,
44
5

45
,4
02

1,
35
8

0

３
（３

）
他

会
計

等
へ

の
支

出
額

5
94
,0
13

1
4.
7%

28
3
,5
3
6

0
30
8,
05
1

67
4

0
1,
75
2

0
0

（
４

）
他

団
体

へ
の

　
　

　
公

共
資

産
整

備
補

助
金

等
1
2,
8
82

0.
3%

1
0
,3
73

0
1,
47
0

0
0

0
1,
03
9

0

小
　

　
計

1,
94
0,
14
6

4
7.
9%

29
6
,1
4
6

3
1,
5
66

1,
20
4,
32
0

15
1,
68
2

37
,4
36

17
1,
19
7

46
,4
41

1,
35
8

0

（１
）
支

払
利

息
5
2,
0
60

1.
3%

52
,0
60

（２
）
回

収
不

能
見

込
計

上
額

7,
3
03

0.
2%

7,
30
3

（３
）
そ

の
他

行
政

コ
ス

ト
0

0.
0%

0
0

小
　

　
計

5
9,
3
63

1.
5%

0
0

0
0

0
0

0
0

52
,0
60

7,
30
3

0

4,
04
7,
83
3

59
2
,2
8
4

6
6
3,
43
8

1,
41
2,
52
4

36
8,
65
0

20
8,
27
6

19
5,
86
3

47
0,
23
6

77
,1
99

52
,0
60

7,
30
3

0

（　
構

　
成

　
比

　
率

　
）

1
4.
6
%

1
6.
4%

34
.9
%

9.
1%

5.
1%

4.
8%

11
.6
%

1.
9%

1.
3%

0.
2%

0.
0%

　
【経

常
収

益
】

一
般

財
源

振
替

額

１
使

用
料

・
手

数
料

ｂ
9
3,
0
80

6
,1
4
5

3
6,
3
91

6,
23
6

27
,2
50

1,
30
8

0
4,
85
9

0
0

0
10
,8
91

２
分

担
金

・
負

担
金

・
寄

附
金

ｃ
8
3,
3
36

0
1
,1
05

81
,0
73

0
0

0
30
0

0
0

0
85
8

1
76
,4
16

6
,1
4
5

3
7,
4
96

87
,3
09

27
,2
50

1,
30
8

0
5,
15
9

0
0

0
11
,7
49

ｄ
／

ａ
4.
3
6%

1.
0
%

5.
7%

6.
2%

7.
4%

0.
6%

0.
0%

1.
1%

0.
0%

0.
0%

0.
0%

3,
87
1,
41
7

58
6
,1
3
9

6
2
5,
94
2

1,
32
5,
21
5

34
1,
40
0

20
6,
96
8

19
5,
86
3

46
5,
07
7

77
,1
99

52
,0
60

7,
30
3

0
△

 1
1,

74
9

２ ４ 経
常

行
政

コ
ス

ト
ａ

経
常

収
益

合
計

（
ｂ

＋
ｃ

）
ｄ

（
差

引
）
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
ａ
－

ｄ
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４ 純資産変動計算書（一般会計） 

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産」が１年間でどのように増

減したかについて、財源別に表したものです。  
平成２５年度の純資産残額は、２７９億６９２万円で、前年度に対し１

億１，０１５万円の増額となっています。  
純資産変動計算書の詳細につきましては、Ｐ.１３に記載しています。 

（単位：千円） 

項      目 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 増減額 

期首純資産残高 28,289,351 27,796,776 △492,575

純経常行政コスト 

一般財源 

補助金等受入 

臨時損益 

資産評価差額 

無償受贈資産受入 

その他 

△4,361,668

2,998,661

833,199

7,882

△2,191

31,541

1

△3,871,417 

2,986,433 

987,273 

1,698 

△7,620 

13,779 

0 

490,251

△12,228

154,074

△6,184

△5,429

△17,762

△1

期末純資産残高 27,796,776 27,906,922 110,146

 

・純経常行政コスト 

純経常行政コストは、３８億７，１４２万円となっています。これは、

行政コスト計算書で説明した内容による金額をマイナス計上したものです。 
 

・一般財源 

一般財源は、町税１７億８，１０２万円、地方交付税９億５，０４２万

円と譲与税や地方消費税交付金など２億５，４９９万円により２９億８，

６４３万円の収入となっています。  
 

・補助金等受入 

補助金等受入は、国と県からの補助金による収入で９億８，７２７万円

となっています。  
 

・臨時損益 

臨時損益は、土地を売却した時に生じた土地評価額と実際の売却金額と

の差額で１７０万円となっています。  
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・資産評価差額 

資産評価差額は、年度末に保有している売却可能資産の資産評価に伴う

７７５万円の減額と年度末におけるトマト銀行の株価評価に伴う１３万円

の増額の差し引きとなっています。  
 

・無償受贈資産受入 

無償受贈資産受入は、早島町に無償で寄附・移管等された土地を資産評

価し加えたもので、１，３７８万円となっています。 

 

・町民一人あたりの純資産変動計算書 

（単位：円） 

区    分 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 増減額 

期首純資産残高 2,311,599 2,275,813 △35,786

純経常行政コスト 

一般財源 

補助金等受入 

臨時損益 

資産評価差額 

無償受贈資産受入 

その他 

△356,404

245,029

68,083

644

△179

2,577

0

△316,966 

244,509 

80,831 

139 

△623 

1,128 

0 

39,438

△520

12,748

△505

△444

△1,449

0

期末純資産残高 2,271,349 2,284,831 13,482
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（単
位

：千
円

）

純
資

産
合

計
公

共
資

産
等

整
備

国
県

補
助

金
等

公
共

資
産

等
整

備
一

般
財

源
等

そ
の

他
一

般
財

源
等

資
産

評
価

差
額

期
首

純
資

産
残

高
27
,7
96
,7
76

1,
48
0,
80
5

27
,1
38
,6
26

△
 8

94
,8

45
72
,1
90

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

△
 3

,8
71

,4
17

△
 3

,8
71

,4
17

一
般

財
源

地
方

税
1,
78
1,
01
6

1,
78
1,
01
6

地
方

交
付

税
95
0,
42
4

95
0,
42
4

そ
の

他
行

政
コ

ス
ト

充
当

財
源

25
4,
99
3

25
4,
99
3

補
助

金
等

受
入

98
7,
27
3

26
0,
10
5

72
7,
16
8

臨
時

損
益

災
害

復
旧

事
業

費
0

0

公
共

資
産

除
売

却
損

益
1,
69
8

1,
69
8

投
資

損
失

0
0

損
失

補
償

等
引

当
金

繰
入

等
0

0

科
目

振
替

公
共

資
産

整
備

へ
の

財
源

投
入

16
0,
62
5

△
 1

60
,6

25

公
共

資
産

処
分

に
よ

る
財

源
増

0
△

 2
71

27
1

0

貸
付

金
・出

資
金

等
へ

の
財

源
投

入
66
,8
03

△
 6

6,
80

3

貸
付

金
・出

資
金

等
の

回
収

等
に

よ
る

財
源

増
0

△
 4

2,
71

9
42
,7
19

0

減
価

償
却

に
よ

る
財

源
増

△
 5

5,
37

5
△

 5
14

,0
69

56
9,
44
4

0

地
方

債
償

還
等

に
伴

う
財

源
振

替
26
5,
62
5

△
 2

65
,6

25

資
産

評
価

替
え

に
よ

る
変

動
額

△
 7

,6
20

△
 7

,6
20

無
償

受
贈

資
産

受
入

13
,7
79

13
,7
79

そ
の

他
0

期
末

純
資

産
残

高
27
,9
06
,9
22

1,
68
5,
53
5

27
,0
74
,6
20

△
 9

31
,5

82
78
,3
49

純
資

産
変

動
計

算
書

自
　

平
成

25
年

4月
  

1日

至
　

平
成

26
年

3月
31

日
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５ 資金収支計算書（一般会計） 

資金収支計算書は、１年間における現金等の収支の流れを表したもので

「経常収支の部」「公共資産整備収支の部」「投資・財務的収支の部」に区

分して表したものです。  
経常的収支の部では、基本的に黒字となりますが、それ以外の部では赤

字となります。この赤字は、経常的収支の黒字と期首歳計現金残高で賄わ

れます。  
資金収支計算書の詳細につきましては、Ｐ.１７に記載しています。 

（単位：千円） 

区    分 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 増 減 額 

収
支
の
部 

経 
 

常 

支出合計 3,298,288 3,322,564 24,276

収入合計 4,005,824 4,127,928 122,104

経常的収支額 707,536 805,364 97,828

備
収
支
の
部

公
共
資
産
整

 支出合計 635,507 729,304 93,797

 収入合計 454,939 555,834 100,895

公共資産整備収支額 △180,568 △173,470 7,098

的
収
支
の
部 

投
資
・
財
務 

 支出合計 670,214 695,615 25,401

 収入合計 109,389 100,736 △8,653

投資・財務的収支額 △560,825 △594,879 △34,054

翌年度繰上充用金増減額 0 0 0

当年度歳計現金増減額 △33,857 37,015 70,872

期首歳計現金残額 209,009 175,152 △33,857

期末歳計現金残額 175,152 212,167 37,015

 

・経常収支の部 

経常収支の部の支出は、３３億２，２５６万円で前年度に対して２，４

２８万円の増加となっています。増減の内訳は、人件費５，３２０万円、

物件費４７９万円、支払利息５９２万円、維持補修費等のその他支出８４

５万円の減額に対し、社会保障給付費４，８６２万円、補助金等１０４万

円、他会計繰出金４，６９８万円の増額となっています。収入では、４１

億２，７９３万円で前年度に対して 1 億２，２１０万円の増加となってい

ます。主な要因としては、地方税５，６７８万円、国県補助金等 1 億１，

４２３万円、基金取崩額１，５５８万円の増加に対し、地方交付税７，８

14



 

７３万円、臨時財政対策債１，４２７万円の減額となっています。 

 

・公共資産整備収支の部 

公共資産整備収支の部の支出は、７億２，９３０万円で、前年度に対し

９，３８０万円の増額となっています。主な要因としては、児童館、町営

住宅、中学校屋内運動場天井といった施設整備事業、また道路の新設改良、

小中学校空調整備事業の実施によるものです。収入は、５億５，５８３万

円で前年度に対して１億９０万円の増額となっています。主な要因として

は、上記事業実施にともなう特定財源として地方債発行額１億６００万円

の増額などによるものです。 

 

・投資財務的収支の部 

投資・財務的収支の部の支出は、６億９，５６２万円で、前年度に対し

て２，５４０万円の増額となっています。主な要因としては、基金積立金

３，０９１万円の増額に対し、他会計への公債費充当繰出金３３６万円、

地方債償還額２１５万円の減額の差し引きによるものです。収入は、１億

７４万円で前年度に対して８６５万円の減額となっています。主な要因と

しては、公共施設等整備基金積立金の財源として国補助金４，４００万円

の増額に対し、公共資産等売却収入２，６１５万円の減額と基金取崩額２，

６５０万円の減額の差し引きによるものです。 

 

・基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

平成２５年度の基礎的財政収支は、３，４５９万円の赤字となっていま

す。これは、町営住宅等公共資産の整備にあたり、国補助金受入分を除く

財源の大部分を地方債により賄ったことによるものです。 

 （単位：千円） 

区     分 金    額 

収入総額 

地方債発行額 

財政調整基金等取崩額 

支出総額 

地方債元利償還額 

財政調整基金等積立金 

4,784,498

△529,233

△66,817

△4,747,483

475,689

48,758

基礎的財政収支 △34,588
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 地 方 債  

発 行 額  

財 政 調 整 基 金 等  

取 崩 額  

   

 地 方 債  

元 利 償 還 額  

財 政 調 整 基 金 等  

積 立 金  

 

 
 
 

・町民一人あたりの資金収支計算書 

（単位：円） 

区    分 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 増減額 

収
支
の
部 

経 
 

常 

支出合計 269,512 272,029 2,517

収入合計 327,327 337,967 10,640

経常的収支額 57,815 65,938 8,123

備
収
支
の
部 

公
共
資
産
整 

 支出合計 51,929 59,710 7,781

 収入合計 37,174 45,508 8,334

公共資産整備収支額 △14,755 △14,202 553

的
収
支
の
部 

投
資
・
財
務 

 支出合計 54,765 56,952 2,187

 収入合計 8,938 8,248 △690

投資・財務的収支額 △45,827 △48,704 △2,877

翌年度繰上充用金増減額 0 0 0

当年度歳計現金増減額 △2,767 3,032 5,799

期首歳計現金残額 17,079 14,340 △2,739

期末歳計現金残額 14,312 17,372 3,060

 
  

支出総額

収入総額

基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

歳入 

歳出 
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（
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６ 財務諸表を活用した各指標 

 
・社会資本形成の世代間負担比率 

貸借対照表の純資産は、今までの負担で賄われた資産で、負債は、これ

から賄わなければならないという将来の金額を表したものです。  
公共資産合計を基準に純資産合計から過去及び現世代の負担率と地方債

残高から将来世代の負担率を求めることができます。社会資本整備によっ

て生じる利益は将来にも及ぶものであり、世代間の負担の公平性という観

点から求める比率です。一概に言うことはできませんが、将来世代への負

担を考えた場合、過去及び現世代の負担率が高いことが望まれます。  
世代間負担率の平均的な値は、過去及び現世代負担比率で５０～９０％、

将来世代負担比率で１５～４０％の間と言われています。 

前年度と比較して、各資産合計及び地方債残高の変動はあるものの一定

の水準を保っています。 

（単位：千円，％） 

項      目 
金 額 ・ 率 

Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 増減額 

①  公共資産合計 29,789,471 29,933,611 144,140

②  純資産合計 27,796,776 27,906,922 110,146

③  地方債残高 4,064,090 4,167,967 103,877

過去及び現世代負担比率（②／①） 93.3 93.2 △0.1

将来世代負担比率（③／①） 13.6 13.9 0.3

※ 貸借対照表の貸方の公共資産合計から負担比率を求めているので、

負担率の合計は、１００％以上になっています。 

 

・歳入額対資産比率 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成された資産が

何年分の歳入に相当するかをみることができます。この比率が高いほどス

トックとしての社会資本の整備が進んでいると考えられます。 

歳入額対資産比率の平均的な値は、３．０～７．０の間といわれていま

す。前年度と比較して、資産合計の増加割合よりも歳入総額の増加割合が

大きいことから比率は、０．２年分減少しています。 
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（単位：千円，年） 

項     目 
金 額 ・ 年 数 

Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 増減額 

①  歳入総額 4,779,161 4,959,650 180,489

②  資産合計 32,611,786 32,735,778 123,992

歳入額対資産比率（②／①） 6.8 6.6 △0.2

 

・有形固定資産の行政目的別割合 

貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合をみることによ

り、行政分野別の公共資産形成の比重を把握することができます。 

道路、公園を有する①生活インフラ・国土保全が最も高く、次に学校教

育施設や社会教育施設を有する②教育、農業用水路等を有する産業振興、

庁舎や普通財産を有する⑦総務の順になっています。 

前年度と比較して、各行政目的別に資産金額の変動はあるものの比率の差

は、それほど生じていません。  
（単位：千円，％） 

行 政 目 的 
Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

資 産 金 額 構成比 資 産 金 額 構成比 

①  生活インフラ 

・国土保全 
10,374,799 34.9 10,628,939 35.6

②  教  育 8,391,949 28.3 8,373,870 28.0

③  福  祉 937,297 3.1 939,481 3.2

④  環境衛生 934,349 3.1 917,478 3.1

⑤  産業振興 5,040,706 17.0 4,966,658 16.6

⑥  消  防 76,512 0.3 124,942 0.4

⑦  総  務 3,947,479 13.3 3,903,407 13.1

合   計 29,703,091 100.0 29,854,775 100.0
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・資産老朽化比率 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価格に対する減価償却

累計額を計算することにより、取得した資産が耐用年数に対し、どの程度

の年数が経過しているのかを全体として把握することができます。 

資産老朽化比率の平均的な値は、３５～５０％の間といわれています。 

前年度と比較して、取得金額が６億９，４５１万円増加するとともに減

価償却累計額が５億６，０３５万円増加しています。 

このことから老朽化割合は、０．９ポイント増加しています。 

（単位：千円，％） 

行政目的 

Ｈ24 年度 Ｈ 25 年度 

取得金額 
減価償却

累 計 額

老朽化

割 合
取得金額

減価償却 

累 計 額 

老朽化

割 合

① 生活インフラ

・国土保全 
6,668,653 2,888,866 43.3 7,034,879 3,015,414 42.9

② 教  育 10,604,929 4,465,464 42.1 10,810,483 4,678,652 43.3

③ 福  祉 1,090,856 584,096 53.5 1,144,176 635,232 55.5

④ 環境衛生 823,574 736,879 89.5 826,240 756,416 91.5

⑤ 産業振興 3,429,531 2,487,525 72.5 3,451,493 2,586,699 74.9

⑥ 消  防 248,076 231,298 93.2 288,737 233,975 81.0

⑦ 総  務 1,610,698 895,546 55.6 1,614,820 943,634 58.4

合   計 24,476,317 12,289,674 50.2 25,170,828 12,850,022 51.1

 

・公共資産対行政コスト比率 

公共資産（有形固定資産）に対する行政コストの比率をみることで、資

産を活用するためにどれだけコストがかけられているか、あるいはどれだ

けの資産でどれだけの行政サービスを提供しているかを分析することがで

きます。各行政分野におけるハード、ソフト両面にわたるバランスのとれ

た財源配分を検討するうえでも参考になる指標です。 

行政目的別では、施設が少なく住民サービスに直結する福祉や資産残額

の少ない環境衛生や消防は、相対的に高い比率となります。逆に道路など

の資産形成を主とする生活インフラ・国土保全の比率は、低い率となって
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います。 

このように行政目的別ごとに比率のばらつきはありますが、平均的な値

は、全体で１０～３０％の間といわれています。 

前年度と比較して、経常行政コストが４億８，０１８万円減少したのに

対し、有形固定資産が１億４，４１４万円増加したことから指標は１．７

ポイントの減少となりました。 

（単位：千円，％） 

行政目的 

Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

行政コスト計算書 

経常行政コスト a 

貸借対照表 

有形固定資産 b 

比 率 

（a/b）

行政コスト計算書 

経常行政コスト a 

貸借対照表 

有形固定資産 b

比 率 

（a/b） 

① 生活インフラ 

・国土保全 
644,400 10,374,799 6.2 592,284 10,628,939 5.6

② 教  育 732,370 8,391,949 8.7 663,438 8,373,870 7.9

③ 福  祉 1,711,553 937,297 182.6 1,412,524 939,481 150.4

④ 環境衛生 368,508 934,349 39.4 368,650 917,478 40.2

⑤ 産業振興 217,900 5,040,706 4.3 208,276 4,966,658 4.2

⑥ 消  防 198,212 76,512 259.1 195,863 124,942 156.8

⑦ 総  務 521,301 3,947,479 13.2 470,236 3,903,407 12.0

⑧ 議  会 82,855 - - 77,199 - -

⑨ 支払利息 57,976 - - 52,060 - -

⑩ 回収不能 

見 込 額 
△ 7,065 - - 7,303 - -

⑪ そ の 他 0 86,380 0.0 0 78,836 0.0

合  計 4,528,010 29,789,471 15.2 4,047,833 29,933,611 13.5
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・地方債の償還可能年数 

まちが抱える地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で

返済できるかを表すもので、借金の多寡や債務返済能力を測る指標です。 

償還可能年数の平均的な値は、３．０～９．０年の間の年数といわれてい

ます。 

前年度と比較して、地方債残高が１億３８８万円増加していますが、経

常的収支額が９，６５２万円増加していることから償還可能年数は、１．

５年分減っています。 

（単位：千円，年） 

項    目 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 増減額 

①  貸借対照表（地方債残高） 4,064,090 4,167,967 103,877

②  資金収支計算書（経常的収支額） 

（うち地方債発行額及び基金取崩額を除く） 
443,892 540,414 96,522

地方債の償還可能年数（①／②） 9.2 7.7 △1.5

 

・税収等対行政コスト比率 

税収等（一般財源、補助金等受入うち一般財源等）に対する純経常行政

コストの比率を計算することにより、当年度の税収等がどれだけ純経常行

政コストに使われたかを把握することができます。比率が１００％を下回

った場合は、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたか翌年度以降の負債

が減少したことになります。逆に上回った場合は、今までに形成された資

産を取り崩したか翌年度以降の負債が増加したことになります。 

行政コスト対税収等比率の平均的な値は、９０～１１０％といわれてい

ます。 

前年度と比較して、純経常行政コストについて、昨年度保育園整備（補

助金）事業等の完了により４億９，０２５万円減少したこと、一般財源１，

２２３万円、補助金等受入８，５０８万円などが減少したことにより指標

は、９．３ポイント減少しています。 

平成２５年度の行政コスト対税収等比率が１００％を下回ったことから

翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたことになります。 
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（単位：千円，％） 

項     目 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 増減額 

①  純経常行政コスト 4,361,668 3,871,417 △490,251

②  一般財源 2,998,661 2,986,433 △12,228

③  補助金等受入 

（うちその他一般財源等） 
812,251 727,168 △85,083

④  減価償却による財源増 

（うち公共資産等国県補助金等）
54,979 55,375 396

⑤  臨時財政対策債発行額 248,302 234,033 △14,269

行政コスト対税収等比率 

（① ／（②＋③＋④＋⑤）） 
106.0 96.7 △9.3
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